
運営指導における指摘事項について
（居宅系、居住系（施設系以外）共通、業務管理体制）

京都市保健福祉局監査指導課

令和７年度介護保険サービス事業者等集団指導



１ 重要事項説明書等の記載

(１)通常の事業の実施地域

◇ 運営規程及び重要事項説明書の通常の事業の実施地域について、
(ア)誤った記載となっている。
(イ)わかりにくい表記となっている。

(２)重要事項・苦情相談窓口の提示等

◇ 運営規程の概要、従業員の勤務時間、苦情相談窓口、苦情処理の体制
及び手順等、当該事業所における苦情を処理するために講じる措置の概
要について、事業所の見やすい場所に掲示されていない。

   ※ 見やすい場所とは、利用者やその家族等に対して見やすい場所である。

   ※ 掲示に代えて閲覧できる形でのファイルの備え付けも可。

⇒ 重要事項をウェブサイトに掲載にすることが令和７年度から義務化。

＜(×)わかりにくい例＞
□□地域、○○区（一部）

＜(○)わかりやすい例＞
○○区全域、△△学区

  □□区は◇◇通より東



１ 重要事項説明書等の記載

(３)重要事項説明書に記載する必要がある事項

◇ 提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の「有・無」、実施
   した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）が
   重要事項説明書等に記載されていない。

（該当サービス（介護予防含む）：訪問介護、通所介護、短期入所生活介
護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密
着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知
症対応型共同生活介護、看護小規模多機能型居宅介護）



１ 重要事項説明書等の記載

(４)運営規程及び重要事項説明書の記載の不整合

◇ 運営規程及び重要事項説明書に記載している以下の記載内容が異なっ
ている。

・従業者の員数 ・通常の事業の実施地域 ・営業日及び営業時間
・利用料その他の費用の額（交通費等） ・従業者の職種
・従業者の職務内容（兼務） ・定員

※ 従業者の員数については「○人以上（人員配置基準の員数以上）」
と記載することが可能。

（例１）運営規程 ▲人以上

重要事項説明書 ▲人以上

（例２）運営規程 ▲人以上

重要事項説明書 ●人（実数記載）

※ ただし、この場合 運営規程 １０人以上

重要事項説明書 ９人 では×



１ 重要事項説明書等の記載

(５)キャンセル料の受領

◇ 月額定額報酬の総合事業について、キャンセル料を徴収する旨の記載
があった。

(６)記録の保存期間

◇ 運営規程等に記載しているサービス提供に関する記録の保存年限につ
いて、完結の日から２年間となっており、５年間に改められていない。

◇ 重要事項説明書や契約書について、利用者から署名、押印を受けた部
分のみを保管し、交付したものと同じ全文を保管していない。



１ 重要事項説明書等の記載

(７)重要事項説明書の「説明」・「同意」・「交付」

◇ 重要事項説明書について、利用者等に説明し、同意を得て、交付した

ことが書面上確認できない。

＜例示＞
重要事項説明書について、説明を受け、同意し、受領しました。

○○年○月○日 利用者氏名 ○○ ○○

代理人 ○○ ○○ （続柄 ）

(８)その他
◇ その他の日常生活費については、保険給付の対象サービスと明確に区分されな

   いあいまいな名目による費用の支払いを受けることは認められず、利用者等の自

由な選択に基づいて、実費相当額の範囲内で受領することとなっているが、全て

の利用者に対して一律に便宜を提供し、その費用を徴収している。重要事項説明

   書等で費用の内訳を明示していない。

◇ 「利用者が希望する特別な費用」という表記では、費用の内容が分かりにくい。

◇ 重要事項説明書について、同意日や利用者署名が機械印字されている。



２ 計画作成関連

(１)計画の説明・同意・交付

◇ 利用者等に対し計画を説明し、同意を得て、交付したことについて、
記録で確認できない。
（特に交付した日を事業所として把握できていない事例が多い。）

＜例示＞
○○計画について、説明を受け、同意し、受領しました。

説明・同意・交付日 ○○年○月○日 利用者氏名 ○○ ○○

代筆者名 ○○ ○○ （続柄 ）

◇ 署名が代筆者名（家族等）のみとなっている。

◇ 同意日が機械印字となっている。



２ 計画作成関連

(２)居宅サービス計画（介護予防サービス計画）との整合性

◇ 直近の居宅サービス計画（介護予防サービス計画）が入手できていな
い。

また、既に居宅サービス計画（介護予防サービス計画）が作成されて
いる場合に、当該計画等の内容に沿って○○計画を作成するとされてい
るところ、○○計画が居宅サービス計画等の内容に沿っていない。（特
に○○計画に目標の期間が記載されていない事例や○○計画に目標の期
間を定めているが居宅サービス計画の目標の期間を超えて、長期的な目
標の期間を設定している事例が多い。）

(３)サービス担当者会議

◇ 各サービス担当者がサービス担当者会議に出席したことが記録で確認
できない。



３ 秘密保持

(１)秘密保持のための措置

◇ 従業者及び管理者（退職したものを含む。）が、正当な理由なく業務
上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、適切な
措置を講じていない。（誓約書の徴取等）

(２)利用者等の同意

◇ サービス担当者会議等で利用者の個人情報を利用する場合は当該利用
者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を,
あらかじめ文書により得る必要があるが、これを得ていない。

(３)個人情報の取扱い

◇ 利用者のファイル等について個人情報の取扱いに留意し、他から見え
ないようにする等の対応を講じていない。



４ 非常災害対策（居住系、通所系サービス）

(１)消防計画、避難訓練等

◇ 消火訓練及び避難訓練を年２回以上実施していない。

◇ 施設併設で、施設と同時実施により、昼間のみのサービスにもかかわ

らず、夜間想定で消火・避難訓練を実施し、これを年２回実施のうちの

   １回とカウントしていた。

(２)避難経路等

◇ 消防器具、設備の法定点検により、不備が確認されたにもかかわらず、

対応していない。



５ 苦情対応

◇ 受け付けた苦情の内容等について、記録・共有が行われていない。

６ 事故発生時の対応

(１)事故報告書の提出

◇ 介護サービスの提供により医療機関の治療を伴う事故が発生した際に、

事故の発生を知った日から、１０日以内に市町村に報告されていない。

（入院しない場合でも報告が必要）

⇒  令和７年４月から監査指導課へ原則、電子メールにより報告することに取扱いを変更

していますので、以下をご確認ください。

  https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000259960.html

(２)事故発生時の記録

◇ 事故の状況及び事故に際してとった処置、家族等への連絡・説明につ
いて記録していない。

https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000259960.html


７ 変更届の提出

◇ 管理者の変更等届出が必要な事項について、変更届が提出されていない。

※ 他にサービス提供日の変更に伴う未届も見られた。

◇ 届出図面と異なる用途で使用されているにもかかわらず、変更届が提出

されていない。



８ 勤務体制の確保

◇ 管理者及び従業者の職務に従事した時間をタイムカード等で確認できな
い、出勤簿を作成していない。

◇ 過度に多数の職種を兼務している職員がいる。

◇ 職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動で
あって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより訪問介護員等の就業

 環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置（平成
 １８年厚生労働省告示第６１５号、令和２年厚生労働省告示第５号参照）
 を講じていない。



９ 研修の実施

◇ 法定研修の実施内容について記録していない。

（研修内容、実施日程、出席参加者等）

１０ 職員の処遇改善

◇ 介護職員等処遇改善加算について、全ての職員に周知が行われていな

かった。



１１ 感染症対策の強化、業務継続に向けた取組

＜令和６年度から義務化＞

◎ 感染対策の強化

委員会の開催（６月に１回）、指針の整備、研修の実施、訓練

（シミュレーション）の実施等

◎ 業務継続に向けた取組（感染症及び非常災害ごとに実施）

業務継続に向けた計画等の策定（減算規定あり。）、研修の実施、

   訓練（シミュレーション）の実施等



１２ 高齢者虐待防止の推進①

＜令和６年度から義務化＞

◎ 運営規程に「虐待の防止のための措置に関する事項」を規定

◎ 虐待の発生又はその再発を防止するための措置を講じる。

（減算規定あり。）

① 委員会の定期的開催とその結果についての従業者への周知徹底

② 指針の整備

③ 研修の定期的実施（年１回以上＋新規採用時）

④ 担当者の設置



１３ 高齢者虐待防止の推進②

＜令和６年度から義務化＞

◎ 虐待の防止のための指針について、基準省令の解釈通知で示されてい

る当該指針に盛り込むこととされている項目が記載されていない事例

◆ 虐待防止の指針に盛り込むべき項目
イ 施設における虐待の防止に関する基本的考え方
ロ 虐待防止検討委員会その他施設内の組織に関する事項
ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針
ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針
ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項
ヘ 成年後見制度の利用支援に関する事項
ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項
チ 入所者等に対する当該指針の閲覧に関する事項
リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項



業務管理体制

◇ 法令遵守責任者が変更されているにもかかわらず、変更手続が行ってい

なかった。

◇ 法令遵守のための具体的な取組を行っていなかった。

以上、御清聴ありがとうございました。
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